
西宮市いじめ防止等対策委員会実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は西宮市附属機関条例（平成２５年西宮市条例第３号）第１条及び第４ 

６条の３の規定に基づく西宮市いじめ防止等対策委員会（以下「委員会」という。）の

運営に関し必要な事項を定める。 

 

（委員会の公開） 

第２条 委員会は、公開とする。ただし、次のいずれかに該当する場合は、非公開とする

ことができる。 

（１） 西宮市情報公開条例（昭和６２年西宮市条例第２２号）第６条各号に該当する

と認められる事項を調査及び審議するとき。 

（２） 公開することにより、委員会の円滑かつ公正な運営に著しい支障が生じると認

められるとき。 

２ 公開、非公開の決定は委員長が委員会に諮って決定する。ただし、委員会の議題の内

容が前項各号のいずれかに該当することが明らかである場合は、この限りではない。 

 

 （議事録の調製） 

第３条 委員長は、議事録を調製し、次に掲げる事項を記録するものとする。 

（１） 会議の開催日時及び場所 

 （２） 出席した委員の氏名 

 （３） 会議の内容 

 （４） 会議の公開及び議事録の公開に関する事項 

 （５） その他会議において必要と認めた事項 

２ 議事録は、委員長又は副委員長が署名するものとする。 

 

（議事録等の公開） 

第４条 委員会の議事録及び配付資料（以下「議事録等」という。）は、第２条の規定によ 

り委員会を非公開とする場合を除き、公開とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、議事録等を公開することにより公共の利益を害する恐れが

ある場合等委員長が正当な理由があると認めた場合にあってはその全部又は一部を非

公開とすることができる。 

３ 前項の規定により委員会の議事録を非公開とする場合は、その理由を公開するととも

に、議事要旨を作成し、当該委員会に出席した委員の確認を得て公開する。 

 

 （西宮市いじめ問題調査部会） 

第５条  いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第２８ 

条第１項の規定に基づき重大事態に対処するため、教育委員会の附属機関である委員会 

の部会として西宮市いじめ問題調査部会（以下「調査部会」という。）を置く。 

２ 調査部会は、教育委員会の諮問に応じて重大事態に係る事実関係について調査又は審



議を行い、答申するものとする。 

３ 調査部会は、前項に関し、その答申書を教育長に提出しなければならない。 

 

（西宮市いじめ問題調査分会） 

第６条 調査部会は、法第２８条第１項の調査のために必要がある時は、西宮市いじめ問

題調査分会（以下「調査分会」という。）を置くことができる。 

２ 調査分会に属すべき委員及びその長は、部会長が指名する。 

３ 調査分会はその結果を調査部会に報告するものとする。 

４ 調査分会は調査審議に必要がある時は、臨時委員を置くことができる。 

５ 調査分会に属すべき臨時委員は、部会長が指名する。 

６ 調査分会の設置期間は、調査部会が指示した調査分会の業務が終了する日までとする。 

７ 前各項に定めるもののほか、調査分会に関し、必要な事項については、調査部会の例

による。 

 

（調 査） 

第７条 調査部会及び調査分会は、調査のため必要があると認めるときは、関係者の出席

及び説明を求めることができる。また、関係者が許可した場合、録音することができる。 

２ 調査部会及び調査分会は、調査のため必要があると認めるときは、関係者に資料の提

出を求めることができる。 

 

（報 酬） 

第８条 委員及び臨時委員は月の初日から末日までの間における勤務日及び勤務時間数等

を「業務実績報告書」（様式第１号）に明記し、翌月１０日までに教育委員会に提出し

なければならない。 

２ 委員及び臨時委員の報酬の額は、以下のとおりとする。 

（１） 会議に出席した場合は、日額１２，４００円とする。また、委員会、調査部会

及び調査分会の会議が同日に行われた場合についても、日額１２，４００円とす

る。 

（２） 聴き取り、資料及び報告書作成並びにその他のいじめ調査に必要な業務を行う

場合は、１５分につき２，５００円とする。この場合において１５分未満の端数が

生じた場合は、１５分とする。 

（３） 第７条１項の規定により録音されたデータの反訳業務については、１０分につ

き２，０００円とする。この場合において１０分未満の端数が生じた場合は、１０

分とする。また、１回当たりの業務時間が６０分未満の場合は、１２，０００円と

する。 

（４） 前３号を合わせて日額８０，０００円を上限とする。 

３ 報酬の支給方法は、月の初日から末日までの間における勤務日数及び勤務時間数によ

り計算した額を支給する。 

４ 支給日は、翌月末日とする。支給日がその月の土曜日、日曜日又は国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たるときは、順次繰り上げす

るものとする。 



 

（庶 務） 

第９条 委員会、調査部会及び調査分会の庶務は、学校保健安全課において行う。 

 

（補 則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会、調査部会及び調査分会の運営に関し必

要な事項は、教育長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和２年７月１０日から実施する。 

 

付 則 

この要綱は、令和２年８月１日から実施する。 

 

付 則 

この要綱は、令和３年１１月１日から実施する。 

 


